
令和６年度 決算状況
問財政課〔東庁舎〕　　　　　　 0748-71-2317　 0748-72-3390

市税…市民税や固定資産税など
国・県支出金…国・県が必要と認めた事業に
対しての交付金など
地方交付税…市の財政状況に応じた国から
の交付金
地方譲与税・各種交付金…自動車重量譲与
税、地方消費税交付金など
市債…国や金融機関からの借入金
扶助費…障がい者・高齢者福祉、生活保護な
どにかかる経費
人件費…職員の給与、議員や委員の報酬な
ど
物件費…各種事業の運営にかかる事務経費
など
公債費…借入金の返済
補助費等…団体運営や事業などに対する補
助金や負担金など
繰出金…特別会計に対する財政的支援とし
ての支払金

用語解説

歳　入
258億6,755万円
前年度比

＋23億3,261万円

国・県支出金
58億7,190万円
22.7%

市税
90億7,284万円
35.1%

地方交付税
34億4,305万円
13.3%

市債
8億4,875万円
3.3%

繰入金
4億820万円
1.6%

繰越金
8億6,185万円
3.3%

その他
30億5,741万円
11.8%

地方譲与税・
各種交付金
23億355万円
8.9%

歳　出
251億4,360万円
前年度比

＋24億7,051万円

公債費
24億7,463万円

9.8%

扶助費
59億2,297万円
23.6%

物件費
35億1,196万円
14.0%

人件費
36億6,951万円
14.6%

積立金
31億695万円
12.4%

補助費等
26億7,770万円
10.6%

普通建設事業費
17億6,842万円
7.0%

繰出金
16億3,234万円
6.5%

投資及び出資金
2億9,563万円  1.2%

維持補修費　8,049万円  0.3%

貸付金　300万円  0.0%

収支 歳入から歳出を差し引いた７億2,395万円を令和７年度に繰り越し、そのうち
３億3,030万円を貯金しました。市の貯金と借金

１人あたりの市税負担額と支出額

※�合併特例債・・・合併した市町村が、「新市建設計画」に基づく新
しいまちづくりのために必要な事業に対する財源として発行
するもので、返済金（元利償還金）の一部が後年度に地方交付
税として措置されます。

※�臨時財政対策債…国からの地方交付税の一部を代替措置とし
て発行するもので、返済金（元利償還金）のすべてが後年度に
地方交付税として措置されます。

　令和６年度歳入については、床面積が大き
い非木造家屋の建築数が増加したことにより
固定資産税が増加したことや、新型コロナウ
イルス感染症の影響からの回復、インフラ投
資の増加、円安の影響により一部企業の売り
上げが好調だったことから法人市民税が増加
したことにより、市税収入が前年度に比べて
増加しました。また、旧高松公園跡地を売却し
たことにより財産収入が前年度に比べて増加
しました。そのほか、市民税の定額減税による
減収分の補てんにより、地方特例交付金が前
年度に比べ増加しました。
　歳出では、人件費、補助費などが増加してい
ます。
　今後も工事費や人件費の単価などの増加が
見込まれるため、行政改革大綱に基づき、歳
入・歳出の改革に取り組みながら着実なまち
づくりを行っていきます。

解説
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　家庭の貯金にあたるものが基金です。令和６年度末
の財政運営のための基金（財政調整基金・減債基金）の
残高は55.8億円です。この基金は、経済情勢の変化によ
る年間の収支の変動に対応し、安定的な財政運営のた
め必要になります。今後も適正な水準の確保に努めま
す。

解説
　市債は、長期にわたり使う学校や道路などの建設の
ために、国や銀行などから借り入れを行う市の借金で
す。また市債は、現在の納税者と将来の納税者との間の
負担の公平を図るという機能も併せ持っています。現
在の市債残高を前年度（令和５年度）と比較すると15.6
億円（▲7.0％）減少しています。

解説

１人あたりの支出額 465,062円

※一般会計歳出251億4,360万円÷市民54,065人＝465,062円
　（人口は令和７年１月１日現在）

民 生 費 174,686
諸支出金（基金積立金） 57,467
総 務 費 56,085
公 債 費 45,771
教 育 費 39,051
土 木 費 33,440
衛 生 費 30,001
消 防 費 16,135
農 林 水 産 業 費 4,769
その他（商工費、議会費など） 7,657
一 般 会 計 歳 出 総 額 465,062

（円）（円）

１人あたりの市税負担額 167,814円

市 民 税 70,322

（ 内 法 人 19,018　 ）

固定資産税 85,512 

市たばこ税 7,908 

軽自動車税 4,071

鉱 産 税 1 
※市税90億7,284万円÷市民54,065人＝167,814円
　（人口は令和７年１月１日現在）

湖南市のお財布
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湖南市の財政指標

●福祉医療助成事業� ４億3,248万円
　社会的、経済的に支援が必要な乳幼児や障がい者、高齢者などの医療保険の自己負担金を助成し、保健の増進と
福祉の向上を図りました。

令和６年度　一年間の成果

一　般　会　計
特　別　会　計

国民健康保険�
特 別 会 計

国民健康保険�
診療所特別会計

後 期 高 齢 者�
医療特別会計

介 護 保 険�
特 別 会 計

訪問看護ステーション
事 業 特 別 会 計

令
和
６
年
度

歳入決算額 258億6,755万円 53億2,271万円 4億8,969万円 13億4,481万円 41億531万円
令和６年度まで
企業会計歳出決算額 251億4,360万円 52億8,963万円 4億8,312万円 13億2,342万円 39億5,612万円

差　引　額 7億2,395万円 3,308万円 657万円 2,139万円 1億4,919万円

令
和
７
年
度

予　算　額 274億6,849万円 54億4,961万円 4億5,182万円 13億8,421万円 42億876万円 7,235万円
収 入 済 額 108億5,255万円 20億6,319万円 1億7,593万円 7億5,177万円 19億703万円 3,535万円
収　入　率 39.5% 37.9% 38.9% 54.3% 45.3% 48.9%
執 行 済 額 99億2,672万円 20億4,544万円 1億6,364万円 6億3,928万円 15億7,341万円 2,476万円
執　行　率 36.1% 37.5% 36.2% 46.2% 37.4% 34.2%

令和６年度決算額・令和７年度上半期各会計予算執行状況令和６年度決算額・令和７年度上半期各会計予算執行状況

企　　業　　会　　計

水　道　事　業　会　計 下　水　道　事　業　会　計 訪問看護ステーション
事 業 特 別 会 計

収益的収支 資本的収支 収益的収支 資本的収支 収益的収支
令
和
６
年
度

収入決算額 14億5,005万円 2億3,751万円 17億4,842万円 10億4,383万円 4,663万円
支出決算額 13億7,208万円 4億7,345万円 16億1,738万円 17億1,240万円 4,325万円
差 引 額 7,797万円 ▲2億3,594万円 1億3,104万円 ▲6億6,857万円 338万円

令
和
７
年
度

収入予算額 14億7,621万円 2億9,607万円 17億701万円 12億5,634万円

令和７年度から
特別会計に移行

支出予算額 14億4,241万円 5億6,813万円 16億8,230万円 19億895万円
収 入 済 額 5億3,573万円 1,419万円 5億8,090万円 1億6,462万円
収 入 率 36.3% 4.8% 34.0% 13.1%
執 行 済 額 4億3,862万円 1億6,367万円 2億5,389万円 5億5,688万円
執 行 率 30.4% 28.8% 15.1% 29.2%

●小学校・中学校施設整備事業� 5,037万円
　教育環境の改善としてリースによりＬＥＤ照明器具を設置しました。
　学校の安全対策として防犯カメラを設置するための工事の設計を行いました。
　また、災害時に避難所となる体育館に空調を整備するための工事の設計を行いました。

実質赤字比率
一般会計を中心とした赤字の割合

連結実質赤字比率
一般会計、特別会計、企業会計すべての

会計の赤字の割合

実質公債費比率（３か年平均）
年間の借金返済額の割合

将来負担比率
将来負担が見込まれる負債の割合

経常収支比率
市税など自由に使える収入のうち、扶助費や公
債費など毎年必ずかかる経費にどれだけあてら
れているかを示す割合です。比率が低いほど自
由に使えるお金が多いことになります。

財政力指数（３か年平均）
標準的な行政を行うためのお金を自らまかなえ
る割合です。１に近く、または超えるほど財布
に余裕があるものとされています。

令和６年度 令和５年度 令和４年度

早期健全化基準　12.85% 財政再生基準　20%

赤字なし 赤字なし 赤字なし

早期健全化基準　17.85% 財政再生基準　30%

赤字なし 赤字なし 赤字なし

早期健全化基準　25% 財政再生基準　35%

7.8% 7.8% 7.9%

早期健全化基準　350%

- - -

令和６年度の県内市町の平均（加重平均）
92.5%（速報値）

88.0% 88.2% 89.2%

令和６年度の県内市町の平均（加重平均）
0.689（速報値）

0.727 0.730 0.754

●�社会教育施設管理運営事業� １億2,504万円
　社会教育施設において、利用者が便利に、安全に、安心して利用できるよう施設の管理・
整備を行いました。甲西文化ホールのトイレの洋式化、段差解消などを行うことで、施設
が利用しやすくなりました。

▲甲西文化ホールの洋式トイレ

●保育園・認定こども園振興対策事業� 17億8,024万円
　私立保育園や認定こども園に対して補助金などを交付し、児童の保育に対する
支援を実施しました。また、菩提寺くじらこども園の園舎の改築に補助金を交付
し、安全で質の高い教育・保育を提供できるようになりました。

▲菩提寺くじらこども園

●十二坊温泉ゆらら管理費� 5,808万円
　十二坊温泉ゆららの施設管理と整備を行いました。浄化槽、給水ポンプなどを修理することで、安全に施設が利
用できるようになりました。

●石部駅周辺整備事業� ４億6,038万円
　石部駅の利便性、アクセス性を高め、誰もが安心・安全・快適に駅を利用できる
よう、駅前広場、周辺施設などの整備を行い、令和７年８月１日から北側広場の供
用を開始しました。

▲石部駅（北側広場）
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